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道路運送法第78条第2号
交通空白地について



実態との相違

2号による自家用有償旅客運送を活用した移動の足の不足の解消について

ガイドライン交通空白地の例示

・半径１キロメートル以内にバ
スの停留所及び鉄軌道駅が存しない
地域であって、タクシーが恒常的に
３０分以内に配車されない地域

・当該地域における一般旅客自動車
運送事業者・鉄道事業者・軌道事業者の

営業時間外

公共交通事業者は、地域特性等の実情があるにもかかわらず、
１２月２８日改定（国自旅台265号）の交通空白地域の例示をもって、
「交通空白地として認められない」との主張のため議論が進まない。

・勾配など地理的な条件で
300mも歩けない方がいる

・タクシーが利用できない方
がいる→運賃が払えない

・24時間稼働している
公共交通事業者はある

・バスの便数が少ない
・多くの方が公共交通に不満
を持っている

・事前予約が取れない現状
・急病人や大型客船入港時等
急な配車に対応できない 1



公共交通アンケート調査 （令和５年１月調査）

自宅から徒歩何分以内であれば
公共交通を利用しますか？

５分以内

 （うち3分以内）

75.2％

普段、利用する公共交通は？
バス

タクシー

39.7％

18.3％

【有効回答数】４２８件
【調査対象者】別府市内在住＞免許を持たない方（返納予定含）＞ 

70歳以上＞急勾配地域に居住＞狭隘道路が多い地域

33.3％

普段の移動手段は？

徒歩(自転車含）

車（バイク含）

公共交通

17.0％
37.6％

70.9％

※距離に換算すると約200～300m
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公共交通アンケート調査 （令和５年１月調査）

今後の公共交通について
どのようにしていきたいか？

現行維持型

行政主導型

地域主導型

55.8％

【有効回答数】４２８件
【調査対象者】別府市内在住＞免許を持たない方（返納予定含）＞ 

70歳以上＞急勾配地域に居住＞狭隘道路が多い地域

公共交通で妥当な利用料金は？

300円以内

 （うち200円以内）

400～500円以内

69.7％
91.8％

8.1％

30.7％

10.2％

（既存バス・タクシーによる運行）

（行政支援による移動手段の確保）

（住民自ら移動手段を確保） 3



市民意識調査 （令和５年３月調査）

【有効回答数】６９５件(2000人無作為抽出）

【調査対象者】別府市内在住 ＞１８歳以上の市民

交通政策の市民満足度 １５政策中 14位

交通政策の重要度 １５政策中 5位

地域交通で困っていることは？

バスの便が少ない

歩道が通りにくい

坂がきつい

運賃が高い

停留所が遠い

33.1％

30.9％

15.4％

18.1％
15.7％
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別府市の高齢者を取り巻く現状

生活が苦しいと感じている高齢者 → 36.7%
バスや電車を使って一人で外出している高齢者 → 74.7%
閉じこもりリスクのある高齢者 → 19.7%
サポートしてくれる相手がいない高齢者 → 10.9%
サポートしてくれる相手がいない独居老人 → 72.5%

高齢化率 独居高齢者率

25 27.5
31.3 33.5 34.2 34.5

20.1 22.8
26.3 28.9 30 31.2

H17 H22 H27 R2 R7 R12

別府市

全国

（％）

（％）
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（出典：第8期介護保険事業計画）
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 国が全国一律の基準を示すのではなく

地域の実情に応じて首長が を決定すべき交通空白地

交通空白地に対する提言

以下の要件も交通空白地として判断基準とする。
・高齢化率や閉じこもり傾向や独居率などの居住者の条件
・現実の移動距離や勾配（坂道）などの地理的な条件
・歩道の整備や狭隘な道路環境など地域インフラ条件など

だれでも気軽にタクシーが利用できるわけではない！
年金暮らしの方や低所得者など利用したくてもできない方が潜在的に多数いる現実

別府市の考え

バスも慢性的な運転手不足 → 減便・廃線の現実
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「タクシー優先配車」の仕組み

地域の既存事業者との共存共栄
「活力ある地方を創る首長の会」政策提言（案）



運送の対価：目安をタクシー運賃の8割（12月20日デジタル行財政改革会議資料）

出典：地域公共交通における「担い手」「移動の足」不足への対応・全都道府県での自動運転サービス展開に向けた取組
（第3回デジタル行財政改革会議、国土交通大臣提出資料、資料3）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_gyozaikaikaku/kaigi3/kaigi3_siryou3.pdf
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「タクシー優先配車」の仕組みに必要な要素

• 「準交通空白地」という新しい概念
• タクシー運賃と同額

3



準交通空白地
（新しい概念）

（参考）2号：道路運送法第78条第2号自家用有償旅客運送制度（愛称「自治体ライドシェア」）

タクシー等 【交通空白地】
2号

「自治体
ライドシェア」

タクシー等 タクシー
優先配車

【交通空白地】
2号

「自治体
ライドシェア」

タクシーと2号の
両方が走る地域

【提言】準交通空白地で「タクシー優先配車」を行い、タクシー等既存事業者を守る。

• タクシー配車困難な地域・時間等を、自治体が
2号「自治体ライドシェア」で配車支援

• タクシー会社へ優先配車
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準交通空白地の「タクシー優先配車」システム構築（国・自治体の共同事業の必要性）
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「タクシー優先配車」の仕組みに必要な要素

• 「準交通空白地」という新しい概念
• タクシー運賃と同額
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タクシーと同じ地域
（準交通空白地）は、
タクシー運賃と同額に。

「準交通空白地」は、タクシー運賃と同額に。

タクシー運賃 2号運賃
（目安：タクシー
運賃の8割）

金額

タクシー 2号「自治体ライドシェア」
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運輸支局

• 各自治体は、当「基本パッケージ」をカスタマイ
ズ可能

• 当「基本パッケージ」は２年間又は３年間（登録
有効期間に合わせる）を有効期限とし適宜見直す
ものとする。※事業者協力型の場合は5年

大臣認定講習
（出張講習可能）

実施主体
市区町村
（非営利）

・実施地域への広報活動
・地域公共交通会議等の運営
・スマートフォン活用の促進
・クーポン券販売

自治体RS
ドライバー

自治体ライドシェア運賃等
・運送の対価:実費（目安:タクシー運賃の8割）
・ドライバー収益は運賃と連動せずともよい
・①運賃（運送の対価：実費）から②ドライ
バー報酬と③委託費（内製含む）を支払う
ことが望ましい。

・協力金（任意）：タクシー運賃2割分

乗 客

配車アプリ
（当該エリア対応／複数
アプリ可／乗合対応）
・住民
・国内外観光客

②報酬

地域のタクシー会
社・バス会社 等

①運賃

配車・
運行依頼

③委託費講習費
用等支
払い

※委託費：市区町村から受託事業者への積算根拠
（1）自治体から受託事業者に委託費
（2）受託事業者へ自治体ライドシェア利用実績に応じた運営補助

受託事業者 (営利)
(地元事業者とJV可)

※地域のタクシー事業者等が担う可能性もある

コールセンター業務

・電話配車受付
・クレーム受付等

・運行管理、車両整備＊
・実施地域への広報活動等
・車内外掲示物等作成費
・ガソリン費用の補助
・管理費
・大臣認定講習支援
・アプリ使用料
・クーポン券印刷納品(住民向け)

申請書提出

講習

ライドシェア保険料

委託費
※

補助金

補助で住民
負担感軽減

運行管理
車両整備＊ 

全国自治体ライド
シェア連絡協議会
（全自連：非営利）

総合支援

地域公共交通「担い手」創出の取組（P)
・会員自治体住民対象の交通補助クーポン発行
・自治体、既存の各事業者及び住民との連携事例作り
・ベストプラクティス紹介、横展開支援
・交流会企画 等

②協力金
事業

・政府等との総合調整
・加盟自治体及び企業への総合支援
・新規加盟自治体及び企業への研修
・受託事業者への技術的支援
・受託事業者からの日報共有
・広報、広告支援 等

総合
支援

会費

総合
支援

会費・人（P）

②協力金
（任意）

①運賃

会費
②協力金

自治体ライドシェア「基本パッケージ」（案） 令和6年2月17日版

手数料
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